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規

則

■群
馬
県
立
女
子
大
学
大
学
院
学
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。

平
成
二
十
一
年
三
月
三
十
一
日

群
馬
県
知
事

大

澤

正

明

群
馬
県
規
則
第
三
十
号

群
馬
県
立
女
子
大
学
大
学
院
学
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則

群
馬
県
立
女
子
大
学
大
学
院
学
則
（
平
成
六
年
群
馬
県
規
則
第
五
十
六
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う

に
改
正
す
る
。

目
次
中
「
第
三
十
三
条
」
を
「
第
三
十
四
条
」
に
、
「
第
三
十
四
条
・
第
三
十
五
条
」
を
「
第
三

十
五
条
・
第
三
十
六
条
」
に
、
「
第
三
十
六
条
」
を
「
第
三
十
七
条
」
に
、
「
第
三
十
七
条
」
を

「
第
三
十
八
条
」
に
改
め
る
。

第
三
条
に
次
の
一
項
を
加
え
る
。

３

こ
の
規
則
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
研
究
科
に
関
し
必
要
な
事
項
は
、
別
に
定
め
る
。

第
五
条
の
表
中
「
専
攻
名
」
を
「
専
攻
」
に
改
め
る
。

第
六
条
第
一
項
中
「
の
授
業
」
の
下
に
「
（
以
下
「
授
業
」
と
い
う
。
）
」
を
加
え
、
同
条
第
二

項
中
「
研
究
科
委
員
会
」
を
「
研
究
科
」
に
、
「
研
究
指
導
」
を
「
教
育
」
に
改
め
る
。

第
八
条
中
「
授
業
科
目
の
」
を
削
る
。

第
十
条
中
「
学
生
が
」
の
下
に
「
当
該
学
生
の
在
籍
す
る
研
究
科
の
」
を
、
「
専
攻
」
の
下
に

「
又
は
他
の
研
究
科
」
を
加
え
る
。

第
十
二
条
第
二
項
中
「
修
了
制
作
研
究
」
を
「
修
了
制
作
」
に
改
め
、
同
条
第
三
項
中
「
及
び
」

を
「
又
は
」
に
改
め
、
同
条
第
五
項
中
「
修
了
制
作
研
究
」
を
「
修
了
制
作
」
に
改
め
る
。

第
十
五
条
及
び
第
十
六
条
（
見
出
し
を
含
む
。
）
中
「
修
了
制
作
研
究
」
を
「
修
了
制
作
」
に
改

め
る
。

第
十
九
条
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

（
教
育
職
員
免
許
状
）

第
十
九
条

教
育
職
員
免
許
状
（
以
下
「
免
許
状
」
と
い
う
。
）
を
取
得
し
よ
う
と
す
る
者
は
、
本

学
大
学
院
所
定
の
授
業
科
目
を
履
修
し
、
そ
の
単
位
を
修
得
す
る
ほ
か
、
教
育
職
員
免
許
法
（
昭

和
二
十
四
年
法
律
第
百
四
十
七
号
）
に
定
め
る
所
定
の
単
位
を
修
得
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

教
育
職
員
免
許
法
別
表
第
一
備
考
第
五
号
イ
及
び
教
育
職
員
免
許
法
施
行
規
則
（
昭
和
二
十
九

年
文
部
省
令
第
二
十
六
号
）
第
十
九
条
に
規
定
す
る
認
定
課
程
を
有
す
る
研
究
科
の
専
攻
並
び
に

免
許
状
の
種
類
及
び
教
科
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

研
究
科

専
攻

免
許
状
の
種
類

免
許
状
の
教
科

文
学
研
究
科

日
本
文
学
専
攻

中
学
校
教
諭
専
修
免
許
状

国
語

高
等
学
校
教
諭
専
修
免
許
状

英
文
学
専
攻

中
学
校
教
諭
専
修
免
許
状

英
語

高
等
学
校
教
諭
専
修
免
許
状

芸
術
学
専
攻

中
学
校
教
諭
専
修
免
許
状

美
術

高
等
学
校
教
諭
専
修
免
許
状

第
二
十
二
条
第
一
号
中
「
大
学
」
の
下
に
「
（
短
期
大
学
を
除
く
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同

じ
。
）
」
を
加
え
る
。

第
三
十
七
条
に
見
出
し
と
し
て
「
（
委
任
）
」
を
付
し
、
同
条
を
第
三
十
八
条
と
す
る
。

第
十
二
章
中
第
三
十
六
条
を
第
三
十
七
条
と
し
、
第
十
一
章
中
第
三
十
五
条
を
第
三
十
六
条
と
し
、

第
三
十
四
条
を
第
三
十
五
条
と
し
、
第
十
章
中
第
三
十
三
条
の
次
に
次
の
一
条
を
加
え
る
。

（
聴
講
生
等
に
関
す
る
そ
の
他
の
事
項
）

第
三
十
四
条

こ
の
章
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
聴
講
生
、
特
別
聴
講
学
生
、
科
目
等
履
修
生
、
研

究
生
及
び
外
国
人
留
学
生
に
関
し
必
要
な
事
項
は
、
別
に
定
め
る
。

附

則

こ
の
規
則
は
、
平
成
二
十
一
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

群
馬
県
統
計
調
査
条
例
施
行
規
則
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。

平
成
二
十
一
年
三
月
三
十
一
日

群
馬
県
知
事

大

澤

正

明

群
馬
県
規
則
第
三
十
一
号

群
馬
県
統
計
調
査
条
例
施
行
規
則

（
立
入
検
査
証
）

第
一
条

群
馬
県
統
計
調
査
条
例
（
平
成
二
十
年
群
馬
県
条
例
第
五
十
三
号
）
第
五
条
第
二
項
に
規

定
す
る
立
入
検
査
を
す
る
統
計
調
査
員
そ
の
他
の
職
員
の
身
分
を
示
す
証
明
書
は
、
別
記
様
式
に

よ
る
も
の
と
す
る
。

（
調
査
票
情
報
の
提
供
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
者
）

第
二
条

群
馬
県
統
計
調
査
条
例
第
九
条
の
規
則
で
定
め
る
も
の
は
、
次
に
掲
げ
る
者
と
す
る
。

一

独
立
行
政
法
人

二

統
計
法
施
行
令
（
平
成
二
十
年
政
令
第
三
百
三
十
四
号
）
第
一
条
に
規
定
す
る
法
人

三

統
計
法
施
行
規
則
（
平
成
二
十
年
総
務
省
令
第
百
四
十
五
号
）
第
八
条
に
規
定
す
る
者

附

則

こ
の
規
則
は
、
平
成
二
十
一
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。
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別記様式（規格Ａ７）（第１条関係）

（表）

第 号

群馬県統計調査条例第５条第２項の立入検査証

県基幹統計調査の名称

職名及び氏名

生年月日 年 月 日

写 真

上記の者は、群馬県統計調査条例第５条の規定により、立入検査を

縦 ４．０ｃｍ することができる者であることを証明します。

横 ３．０ｃｍ

有効期限 年 月 日

年 月 日 群馬県知事 印

（裏）

群馬県統計調査条例（平成２０年群馬県条例第５３号）（抄）

（立入検査等）

第５条 知事等は、県基幹統計調査の正確な報告を求めるために必要があると認めるときは、当該県基幹統

計調査の報告を求められた者に対し、その報告に関し資料の提出を求め、又は統計調査員その他の職員

に、必要な場所に立ち入り、帳簿、書類その他の物件を検査させ、若しくは関係者に対して質問させるこ

とができる。

２ 前項の規定により立入検査をする統計調査員その他の職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者

の請求があったときは、これを提示しなければならない。

３ 第一項の規定による権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。
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ぐ
ん
ま
男
女
共
同
参
画
セ
ン
タ
ー
の
設
置
及
び
管
理
に
関
す
る
条
例
施
行
規
則
を
こ
こ
に
公
布
す

る
。

平
成
二
十
一
年
三
月
三
十
一
日

群
馬
県
知
事

大

澤

正

明

群
馬
県
規
則
第
三
十
二
号

ぐ
ん
ま
男
女
共
同
参
画
セ
ン
タ
ー
の
設
置
及
び
管
理
に
関
す
る
条
例
施
行
規
則

（
趣
旨
）

第
一
条

こ
の
規
則
は
、
ぐ
ん
ま
男
女
共
同
参
画
セ
ン
タ
ー
の
設
置
及
び
管
理
に
関
す
る
条
例
（
平

成
二
十
一
年
群
馬
県
条
例
第
二
十
四
号
。
以
下
「
条
例
」
と
い
う
。
）
の
施
行
に
関
し
必
要
な
事

項
を
定
め
る
も
の
と
す
る
。

（
使
用
等
の
承
認
）

第
二
条

条
例
第
四
条
第
一
項
の
使
用
の
承
認
を
得
よ
う
と
す
る
者
（
以
下
「
申
請
者
」
と
い
う
。
）

は
、
ぐ
ん
ま
男
女
共
同
参
画
セ
ン
タ
ー
使
用
承
認
申
請
書
（
別
記
様
式
第
一
号
）
を
知
事
に
提
出

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

前
項
に
規
定
す
る
申
請
書
は
、
使
用
し
よ
う
と
す
る
日
の
属
す
る
月
の
六
月
前
の
月
の
初
日

（
そ
の
日
が
第
五
条
に
規
定
す
る
休
館
日
に
当
た
る
と
き
は
、
そ
の
直
後
の
休
館
日
で
な
い
日
）

か
ら
、
こ
れ
を
受
け
付
け
る
も
の
と
す
る
。
た
だ
し
、
知
事
が
相
当
の
理
由
が
あ
り
、
か
つ
、
ぐ

ん
ま
男
女
共
同
参
画
セ
ン
タ
ー
（
以
下
「
セ
ン
タ
ー
」
と
い
う
。
）
の
管
理
に
支
障
が
な
い
と
認

め
る
と
き
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

３

条
例
第
四
条
第
一
項
の
承
認
を
得
た
者
（
以
下
「
使
用
者
」
と
い
う
。
）
は
、
承
認
を
得
た
事

項
を
変
更
し
、
又
は
使
用
の
取
消
し
を
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
ぐ
ん
ま
男
女
共
同
参
画
セ
ン
タ

ー
使
用
変
更
・
取
消
承
認
申
請
書
（
別
記
様
式
第
二
号
）
を
知
事
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

４

条
例
第
四
条
第
一
項
の
承
認
は
、
第
一
項
又
は
前
項
の
規
定
に
よ
り
提
出
さ
れ
た
申
請
書
の
写

し
に
承
認
印
（
別
記
様
式
第
三
号
）
を
押
し
、
こ
れ
を
申
請
者
に
交
付
す
る
こ
と
に
よ
り
行
う
も

の
と
す
る
。

（
使
用
料
の
返
還
）

第
三
条

条
例
第
八
条
第
三
項
た
だ
し
書
の
規
定
に
よ
る
使
用
料
の
返
還
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、

ぐ
ん
ま
男
女
共
同
参
画
セ
ン
タ
ー
使
用
料
返
還
申
請
書
（
別
記
様
式
第
四
号
）
を
知
事
に
提
出
し
、

そ
の
承
認
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
使
用
料
の
減
免
）

第
四
条

条
例
第
九
条
の
規
定
に
よ
り
、
使
用
料
の
全
部
又
は
一
部
を
免
除
す
る
場
合
は
、
次
の
各

号
に
掲
げ
る
と
き
と
し
、
そ
の
場
合
に
お
け
る
免
除
の
額
は
、
当
該
各
号
に
掲
げ
る
額
と
す
る
。

一

使
用
者
が
託
児
用
に
条
例
別
表
に
規
定
す
る
和
室
を
使
用
す
る
と
き

条
例
別
表
和
室
の
項

に
規
定
す
る
使
用
料
の
額
の
全
額

二

県
が
主
催
し
、
又
は
共
催
す
る
事
業
に
使
用
す
る
と
き

使
用
料
の
全
額

三

そ
の
他
知
事
が
特
別
の
理
由
が
あ
る
と
認
め
る
と
き

知
事
が
相
当
と
認
め
る
額

２

条
例
第
九
条
の
規
定
に
よ
る
使
用
料
の
全
部
又
は
一
部
の
免
除
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、

ぐ
ん
ま
男
女
共
同
参
画
セ
ン
タ
ー
使
用
料
減
免
申
請
書
（
別
記
様
式
第
五
号
）
を
知
事
に
提
出
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３

第
二
条
第
四
項
の
規
定
は
、
条
例
第
九
条
の
規
定
に
よ
る
使
用
料
の
全
部
又
は
一
部
の
免
除
に

つ
い
て
準
用
す
る
。

（
休
館
日
）

第
五
条

セ
ン
タ
ー
の
休
館
日
は
、
月
曜
日
（
そ
の
日
が
国
民
の
祝
日
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
二
十

三
年
法
律
第
百
七
十
八
号
）
第
三
条
に
規
定
す
る
休
日
（
以
下
「
休
日
」
と
い
う
。
）
に
当
た
る

と
き
は
、
そ
の
直
後
の
休
日
で
な
い
日
）
及
び
十
二
月
二
十
九
日
か
ら
翌
年
一
月
三
日
ま
で
と
す

る
。

２

知
事
は
、
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
前
項
に
規
定
す
る
休
館
日
を
変
更
し
、
又
は
臨
時

に
休
館
日
を
定
め
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
開
館
時
間
）

第
六
条

セ
ン
タ
ー
の
開
館
時
間
は
、
午
前
九
時
か
ら
午
後
九
時
ま
で
（
土
曜
日
及
び
日
曜
日
並
び

に
休
日
に
あ
っ
て
は
、
午
前
九
時
か
ら
午
後
五
時
ま
で
）
と
す
る
。

２

知
事
は
、
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
前
項
に
規
定
す
る
開
館
時
間
を
変
更
す
る
こ
と
が

で
き
る
。

（
遵
守
事
項
）

第
七
条

セ
ン
タ
ー
に
入
館
し
た
者
（
以
下
「
入
館
者
」
と
い
う
。
）
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
守

ら
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一

承
認
を
得
な
い
で
セ
ン
タ
ー
に
特
別
な
設
備
、
造
作
等
を
施
さ
な
い
こ
と
。

二

承
認
を
得
な
い
で
火
気
を
使
用
し
な
い
こ
と
。

三

承
認
を
得
な
い
で
セ
ン
タ
ー
内
に
お
い
て
寄
附
金
の
募
集
又
は
物
品
の
販
売
を
行
わ
な
い
こ

と
。

四

所
定
の
場
所
以
外
で
喫
煙
又
は
飲
食
を
行
わ
な
い
こ
と
。

五

他
人
に
危
害
を
及
ぼ
し
、
又
は
迷
惑
と
な
る
行
為
を
し
な
い
こ
と
。

（
指
示
）

第
八
条

セ
ン
タ
ー
の
長
（
以
下
「
セ
ン
タ
ー
長
」
と
い
う
。
）
及
び
セ
ン
タ
ー
の
職
員
（
以
下

「
職
員
」
と
い
う
。
）
は
、
入
館
者
に
対
し
セ
ン
タ
ー
の
管
理
及
び
使
用
上
必
要
な
指
示
を
与
え

る
こ
と
が
で
き
る
。

（
立
入
り
）

第
九
条

使
用
者
は
、
セ
ン
タ
ー
長
又
は
職
員
が
セ
ン
タ
ー
の
管
理
の
た
め
そ
の
使
用
に
係
る
施
設

に
立
ち
入
る
場
合
に
は
、
こ
れ
を
拒
ん
で
は
な
ら
な
い
。

（
施
設
の
損
傷
等
の
届
出
）

第
十
条

入
館
者
は
、
そ
の
入
館
中
に
セ
ン
タ
ー
を
損
傷
さ
せ
、
又
は
滅
失
さ
せ
た
と
き
は
、
直
ち

に
そ
の
旨
を
セ
ン
タ
ー
長
又
は
職
員
に
届
け
出
て
、
そ
の
指
示
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
使
用
後
の
点
検
）

第
十
一
条

使
用
者
は
、
条
例
第
七
条
の
規
定
に
よ
り
有
料
施
設
を
原
状
に
回
復
し
た
と
き
は
、
そ

の
旨
を
セ
ン
タ
ー
長
に
申
し
出
て
、
そ
の
点
検
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
委
任
）

第
十
二
条

こ
の
規
則
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
セ
ン
タ
ー
の
管
理
に
関
し
必
要
な
事
項
は
、
セ
ン

タ
ー
長
が
別
に
定
め
る
。

平成２１年３月３１日（火） 群 馬 県 報 第８６７４号
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附

則

１

こ
の
規
則
は
、
条
例
の
施
行
の
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
次
項
の
規
定
は
、
平
成
二
十
一

年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

２

群
馬
県
女
性
会
館
の
設
置
及
び
管
理
に
関
す
る
条
例
施
行
規
則
（
昭
和
五
十
八
年
群
馬
県
規
則

第
四
十
五
号
）
は
、
廃
止
す
る
。
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平成２１年３月３１日（火） 群 馬 県 報 第８６７４号

別記様式第１号（規格Ａ４）（第２条関係）

ぐんま男女共同参画センター使用承認申請書

※受付第 号

申請日 年 月 日

群馬県知事 あて

申請者 住 所

団 体 名

代 表 者 氏 名

会場責任者氏名

電 話 番 号

次のとおり使用の承認をしてください。

使 用 日 時 年 月 日（ 曜日） 時 分から

年 月 日（ 曜日） 時 分まで

使 用 施 設 □大研修室 □中研修室 □小研修室 □和室

使 用 目 的

入 場 料 有（ 円） ・ 無 ※承 認 印

利用予定人数 人

※使 用 料 円

備 考

注１ 使用施設欄は、該当するものにレ印を記入してください。

２ ※欄は、記入しないでください。
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平成２１年３月３１日（火） 群 馬 県 報 第８６７４号

別記様式第２号（規格Ａ４）（第２条関係）

ぐんま男女共同参画センター使用変更・取消承認申請書

※受付第 号

申請日 年 月 日

群馬県知事 あて

申請者 住 所

団 体 名

代 表 者 氏 名

電 話 番 号

次のとおり変更・取消しをしたいので承認してください。

使用承認年月日 年 月 日

変更又は取消し 変 更 取消し

の 内 容

変更又は取消し

の 理 由

※使用料精算額 追 加 円 ※承 認 印

返 還 円

添 付 書 類 ぐんま男女共同参画センター使用承認

申請書（承認済みのもの）

注 ※欄は、記入しないでください。



8

平成２１年３月３１日（火） 群 馬 県 報 第８６７４号

別記様式第３号（第２条関係）

承 認

年 月 日 ３．５センチメートル

ぐんま男女共同参画

センター
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平成２１年３月３１日（火） 群 馬 県 報 第８６７４号

別記様式第４号（規格Ａ４）（第３条関係）

ぐんま男女共同参画センター使用料返還申請書

※受付第 号

申請日 年 月 日

群馬県知事 あて

申請者 住 所

団 体 名

代 表 者 氏 名

電 話 番 号

次のとおり使用料を返還してください。

金 円

ただし、 年 月 日納付したぐんま男女共同参画センター使用料の返還金

返

還

申

請

理

由

返 銀行 信用金庫 本店

還 農協 信用組合 支店・支所

金

受 口座番号（普通）

取 （当座）

金
隔 地 払

融

機 名義人

関

添 ぐんま男女共同参画センター使用承認申請書（承認済みのもの）

付

書

類
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平成２１年３月３１日（火） 群 馬 県 報 第８６７４号

別記様式第５号（規格Ａ４）（第４条関係）

ぐんま男女共同参画センター使用料減免申請書

※受付第 号

申請日 年 月 日

群馬県知事 あて

申請者 住 所

団 体 名

代 表 者 氏 名

電 話 番 号

次のとおり使用料を減免してください。

使 用 期 日 使 用 目 的 使 用 人 員

人

申

請

の

理

由

使 使用室名 使 用 時 間 ※使 用 料 ※承 認 印

□大研修室 円

□中研修室

用 □小研修室

□和 室 ※減 免 使 用 料

円

料

備

考

注１ 使用室名欄は、該当するものにレ印を記入してください。

２ ※欄は、記入しないでください。
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群
馬
県
緊
急
医
師
確
保
修
学
資
金
貸
与
条
例
施
行
規
則
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。

平
成
二
十
一
年
三
月
三
十
一
日

群
馬
県
知
事

大

澤

正

明

群
馬
県
規
則
第
三
十
三
号

群
馬
県
緊
急
医
師
確
保
修
学
資
金
貸
与
条
例
施
行
規
則

（
趣
旨
）

第
一
条

こ
の
規
則
は
、
群
馬
県
緊
急
医
師
確
保
修
学
資
金
貸
与
条
例
（
平
成
二
十
年
群
馬
県
条
例

第
三
十
二
号
。
以
下
「
条
例
」
と
い
う
。
）
の
施
行
に
関
し
必
要
な
事
項
を
定
め
る
も
の
と
す
る
。

（
用
語
の
定
義
）

第
二
条

こ
の
規
則
で
使
用
す
る
用
語
は
、
条
例
で
使
用
す
る
用
語
の
例
に
よ
る
。

（
特
定
病
院
）

第
三
条

条
例
第
二
条
に
規
定
す
る
特
定
病
院
は
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
も
の
と
す

る
。

一

医
療
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
二
百
五
号
）
第
一
条
の
五
第
一
項
に
規
定
す
る
病
院
で
、

独
立
行
政
法
人
国
立
病
院
機
構
、
国
立
大
学
法
人
法
（
平
成
十
五
年
法
律
第
百
十
二
号
）
第
二

条
第
一
項
に
規
定
す
る
国
立
大
学
法
人
又
は
医
療
法
第
三
十
一
条
に
規
定
す
る
都
道
府
県
、
市

町
村
そ
の
他
厚
生
労
働
大
臣
の
定
め
る
者
が
開
設
す
る
も
の

二

医
師
法
第
十
六
条
の
二
第
一
項
に
規
定
す
る
臨
床
研
修
に
関
す
る
省
令
（
平
成
十
四
年
厚
生

労
働
省
令
第
百
五
十
八
号
）
第
三
条
第
一
号
に
規
定
す
る
単
独
型
臨
床
研
修
病
院
、
同
条
第
二

号
に
規
定
す
る
管
理
型
臨
床
研
修
病
院
及
び
同
条
第
三
号
に
規
定
す
る
協
力
型
臨
床
研
修
病
院

三

前
二
号
に
掲
げ
る
も
の
の
ほ
か
、
こ
れ
ら
に
類
す
る
も
の
と
し
て
知
事
が
認
め
る
も
の

（
貸
与
の
申
請
）

第
四
条

修
学
資
金
の
貸
与
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
（
第
六
条
に
お
い
て
「
申
請
者
」
と
い
う
。
）

は
、
修
学
資
金
貸
与
申
請
書
（
別
記
様
式
第
一
号
）
に
次
に
掲
げ
る
書
類
を
添
え
て
、
知
事
に
提

出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一

戸
籍
抄
本

二

保
証
人
と
な
る
者
の
保
証
書
（
別
記
様
式
第
二
号
）

三

群
馬
大
学
が
発
行
す
る
地
域
医
療
枠
の
入
学
者
で
あ
る
こ
と
を
証
す
る
書
類

四

そ
の
他
知
事
が
必
要
と
認
め
る
書
類

（
保
証
人
）

第
五
条

保
証
人
は
、
独
立
の
生
計
を
営
む
者
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

修
学
生
は
、
保
証
人
が
死
亡
し
た
と
き
、
又
は
破
産
手
続
開
始
の
決
定
そ
の
他
保
証
人
と
し
て

適
当
で
な
い
事
由
が
生
じ
た
と
き
は
、
新
た
に
保
証
人
を
選
任
し
、
速
や
か
に
連
帯
保
証
人
変
更

願
（
別
記
様
式
第
三
号
）
を
知
事
に
提
出
し
て
そ
の
承
認
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
貸
与
の
決
定
）

第
六
条

修
学
資
金
の
貸
与
を
受
け
る
者
の
選
考
は
、
第
四
条
の
規
定
に
よ
り
提
出
さ
れ
た
書
類
の

審
査
に
よ
り
行
う
も
の
と
す
る
。
た
だ
し
、
知
事
が
特
に
必
要
と
認
め
る
場
合
に
は
、
面
接
に
よ

る
選
考
を
併
せ
て
行
う
こ
と
が
で
き
る
。

２

知
事
は
、
前
項
の
審
査
に
よ
り
修
学
資
金
の
貸
与
の
適
否
を
決
定
し
た
と
き
は
、
修
学
資
金
貸

与
決
定
通
知
書
（
別
記
様
式
第
四
号
）
又
は
修
学
資
金
貸
与
不
承
認
通
知
書
（
別
記
様
式
第
五

号
）
に
よ
り
申
請
者
に
そ
の
結
果
を
通
知
す
る
も
の
と
す
る
。

（
貸
与
契
約
）

第
七
条

条
例
第
三
条
第
二
項
に
規
定
す
る
契
約
は
、
修
学
資
金
貸
与
契
約
書
（
別
記
様
式
第
六

号
）
に
よ
る
も
の
と
す
る
。

（
貸
与
の
方
法
）

第
八
条

修
学
資
金
は
、
三
月
分
を
一
括
し
て
そ
の
最
初
の
月
に
貸
与
す
る
も
の
と
す
る
。
た
だ
し
、

新
規
に
締
結
し
た
契
約
に
係
る
修
学
資
金
の
第
一
回
目
の
貸
与
の
と
き
、
又
は
知
事
が
特
別
の
理

由
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

（
借
用
証
書
の
提
出
）

第
九
条

修
学
生
（
死
亡
し
た
場
合
は
、
保
証
人
）
は
、
修
学
資
金
の
貸
与
契
約
に
係
る
額
の
全
額

（
条
例
第
六
条
各
号
に
掲
げ
る
理
由
に
よ
り
貸
与
契
約
を
解
除
さ
れ
た
と
き
は
、
解
除
さ
れ
た
と

き
ま
で
に
貸
与
さ
れ
た
額
の
全
額
）
の
貸
与
を
受
け
た
と
き
は
、
速
や
か
に
保
証
人
と
連
署
し
た

修
学
資
金
借
用
証
書
（
別
記
様
式
第
七
号
）
を
知
事
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
修
学
資
金
の
貸
与
の
辞
退
）

第
十
条

修
学
生
は
、
修
学
資
金
の
貸
与
を
辞
退
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
修
学
資
金
貸
与
辞
退
願

（
別
記
様
式
第
八
号
）
を
知
事
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
契
約
解
除
の
通
知
）

第
十
一
条

知
事
は
、
条
例
第
六
条
の
規
定
に
よ
り
契
約
を
解
除
し
た
と
き
は
、
修
学
資
金
貸
与
契

約
解
除
通
知
書
（
別
記
様
式
第
九
号
）
に
よ
り
修
学
生
又
は
保
証
人
に
通
知
す
る
も
の
と
す
る
。

（
特
別
の
事
情
に
よ
り
業
務
に
従
事
す
る
こ
と
が
で
き
な
か
っ
た
期
間
）

第
十
二
条

条
例
第
七
条
第
三
項
に
規
定
す
る
規
則
で
定
め
る
特
別
の
事
情
に
よ
り
業
務
に
従
事
す

る
こ
と
が
で
き
な
か
っ
た
期
間
は
、
次
に
掲
げ
る
期
間
と
す
る
。

一

疾
病
又
は
災
害
に
よ
り
業
務
に
従
事
す
る
こ
と
が
で
き
な
か
っ
た
期
間

二

産
前
産
後
の
女
性
が
労
働
基
準
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
四
十
九
号
）
第
六
十
五
条
の
規

定
に
よ
る
休
業
又
は
育
児
休
業
、
介
護
休
業
等
育
児
又
は
家
族
介
護
を
行
う
労
働
者
の
福
祉
に

関
す
る
法
律
（
平
成
三
年
法
律
第
七
十
六
号
）
第
二
条
第
一
号
に
規
定
す
る
育
児
休
業
、
同
法

第
二
十
三
条
第
一
項
の
育
児
休
業
の
制
度
に
準
ず
る
措
置
に
よ
る
休
業
、
国
家
公
務
員
の
育
児

休
業
等
に
関
す
る
法
律
（
平
成
三
年
法
律
第
百
九
号
）
第
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
育
児
休

業
若
し
く
は
地
方
公
務
員
の
育
児
休
業
等
に
関
す
る
法
律
（
平
成
三
年
法
律
第
百
十
号
）
第
二

条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
育
児
休
業
を
し
た
期
間

三

学
校
教
育
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
二
十
六
号
）
に
基
づ
く
大
学
の
大
学
院
（
医
学
を
履

修
す
る
課
程
に
限
る
。
）
に
在
学
し
た
期
間
（
在
学
中
に
特
定
病
院
に
お
い
て
医
師
と
し
て
の

業
務
に
従
事
し
た
期
間
を
除
く
。
）

四

外
国
の
大
学
又
は
大
学
院
、
医
療
機
関
、
研
究
機
関
等
に
お
い
て
医
学
に
関
す
る
研
修
等
に

従
事
し
た
期
間

五

特
定
病
院
で
実
施
す
る
後
期
研
修
（
臨
床
研
修
修
了
後
の
医
師
の
専
門
的
な
知
識
及
び
技
術

の
修
得
に
係
る
研
修
を
い
う
。
）
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
一
環
と
し
て
、
特
定
病
院
以
外
の
医
療
機

関
に
勤
務
し
た
期
間

平成２１年３月３１日（火） 群 馬 県 報 第８６７４号
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六

県
の
医
療
水
準
向
上
に
資
す
る
と
認
め
ら
れ
る
専
門
知
識
を
修
得
す
る
た
め
特
定
病
院
以
外

の
医
療
機
関
等
に
勤
務
し
た
期
間

七

前
各
号
に
掲
げ
る
も
の
の
ほ
か
、
知
事
が
や
む
を
得
な
い
と
認
め
る
期
間

２

前
項
第
三
号
か
ら
第
六
号
ま
で
に
規
定
す
る
期
間
（
同
項
第
三
号
に
規
定
す
る
期
間
に
あ
っ
て

は
、
大
学
院
に
在
学
し
た
期
間
）
が
、
同
項
第
三
号
及
び
第
四
号
に
お
い
て
は
五
年
、
同
項
第
五

号
及
び
第
六
号
に
お
い
て
は
三
年
を
超
え
る
場
合
は
、
条
例
第
九
条
第
二
項
第
六
号
に
該
当
す
る

場
合
と
み
な
す
。

３

修
学
生
は
、
業
務
従
事
期
間
が
従
事
必
要
期
間
に
達
す
る
ま
で
の
間
に
、
第
一
項
各
号
に
掲
げ

る
期
間
を
有
す
る
こ
と
と
な
っ
た
場
合
に
は
、
業
務
中
断
期
間
報
告
書
（
別
記
様
式
第
十
号
）
に

よ
り
当
該
期
間
を
知
事
に
報
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
返
還
債
務
の
免
除
又
は
猶
予
の
申
請
手
続
及
び
決
定
）

第
十
三
条

条
例
第
七
条
、
第
八
条
又
は
第
十
一
条
の
規
定
に
よ
る
修
学
資
金
の
返
還
債
務
の
免
除

又
は
猶
予
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
（
次
項
に
お
い
て
「
免
除
等
申
請
者
」
と
い
う
。
）
は
、
そ
れ

ぞ
れ
修
学
資
金
返
還
債
務
免
除
申
請
書
（
別
記
様
式
第
十
一
号
）
又
は
修
学
資
金
返
還
債
務
猶
予

申
請
書
（
別
記
様
式
第
十
二
号
）
に
免
除
又
は
猶
予
を
受
け
よ
う
と
す
る
事
実
を
証
す
る
書
類
を

添
え
て
知
事
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

知
事
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
り
提
出
さ
れ
た
申
請
書
を
審
査
し
、
修
学
資
金
の
返
還
債
務
の
免

除
若
し
く
は
猶
予
を
決
定
し
た
と
き
は
、
修
学
資
金
返
還
債
務
免
除
決
定
通
知
書
（
別
記
様
式
第

十
三
号
）
又
は
修
学
資
金
返
還
債
務
猶
予
決
定
通
知
書
（
別
記
様
式
第
十
四
号
）
に
よ
り
免
除
等

申
請
者
に
通
知
す
る
も
の
と
す
る
。

（
返
還
の
方
法
）

第
十
四
条

条
例
第
九
条
に
よ
る
修
学
資
金
の
返
還
は
、
知
事
の
発
行
す
る
納
付
書
に
よ
り
一
括
し

て
行
な
う
も
の
と
す
る
。

（
届
出
）

第
十
五
条

修
学
生
は
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
と
き
は
、
当
該
各
号
に
定
め
る
様
式

に
そ
の
事
実
を
証
す
る
書
面
を
添
え
て
、
十
日
以
内
に
知
事
に
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一

氏
名
、
本
籍
若
し
く
は
住
所
を
変
更
し
た
と
き
又
は
保
証
人
の
氏
名
、
住
所
若
し
く
は
職
業

に
変
更
が
あ
っ
た
と
き

氏
名
等
変
更
届
（
別
記
様
式
第
十
五
号
）

二

群
馬
大
学
を
卒
業
し
、
又
は
退
学
し
た
と
き

卒
業
（
退
学
）
届
（
別
記
様
式
第
十
六
号
）

三

群
馬
大
学
を
休
学
し
、
又
は
停
学
の
処
分
を
受
け
た
と
き

休
学
（
停
学
）
届
（
別
記
様
式

第
十
七
号
）

四

群
馬
大
学
に
復
学
し
た
と
き

復
学
届
（
別
記
様
式
第
十
八
号
）

２

修
学
生
は
、
群
馬
大
学
を
卒
業
し
た
日
の
翌
日
か
ら
修
学
資
金
の
返
還
の
債
務
の
全
部
を
免
除

さ
れ
、
又
は
返
還
の
債
務
の
履
行
を
終
え
る
日
ま
で
の
間
、
毎
年
四
月
一
日
現
在
の
状
況
を
現
況

届
（
別
記
様
式
第
十
九
号
）
に
よ
り
同
月
十
五
日
ま
で
に
知
事
に
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３

保
証
人
は
、
修
学
生
が
死
亡
し
た
と
き
は
、
速
や
か
に
死
亡
届
（
別
記
様
式
第
二
十
号
）
を
知

事
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
期
間
の
計
算
方
法
）

第
十
六
条

条
例
第
七
条
第
一
項
第
一
号
に
規
定
す
る
業
務
従
事
期
間
の
計
算
は
、
月
数
に
よ
る
も

の
と
し
、
当
該
業
務
に
従
事
し
た
日
の
属
す
る
月
か
ら
従
事
し
な
く
な
っ
た
日
の
属
す
る
月
ま
で

を
算
入
す
る
。

２

前
項
の
規
定
に
よ
り
計
算
し
た
期
間
に
、
休
職
又
は
停
職
の
期
間
が
あ
る
と
き
は
、
当
該
休
職

又
は
停
職
の
日
の
属
す
る
月
か
ら
、
当
該
休
職
又
は
停
職
の
期
間
の
終
了
す
る
日
の
属
す
る
月
ま

で
の
月
数
を
前
項
の
規
定
に
よ
り
計
算
し
た
期
間
か
ら
控
除
す
る
も
の
と
す
る
。

（
そ
の
他
）

第
十
七
条

こ
の
規
則
で
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
修
学
資
金
の
貸
与
に
関
し
必
要
な
事
項
は
、
別
に

定
め
る
。

附

則

こ
の
規
則
は
、
平
成
二
十
一
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。
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平成２１年３月３１日（火） 群 馬 県 報 第８６７４号

別記様式第１号（第４条関係）

修学資金貸与申請書

決定番号 第 号

年 月 日

群馬県知事 あて

申請者(本人)氏名 印

法定代理人 氏名 印

修学資金の貸与を受けたいので、群馬県緊急医師確保修学資金貸与条例第３条第２項の規定により、関係書類
を添えて申請します。

なお、貸与を受けることとなった上は、同条例及び同施行規則の規定を遵守し、大学を卒業した日から１年を
経過する日の属する月の末日までに医師国家試験に合格し、かつ、当該医師国家試験に合格した日の属する月の
翌月から特定病院において臨床研修に従事し、当該臨床研修の修了後引き続き特定病院において医師としての業
務に従事することを誓います。

ふ り が な
貸与申請 総額 円

氏 名
（月額 円）

金 額 うち入学時 円

本 生 年 月 日 年 月 日 貸与申請 年 月から
及 び 年 齢 （満 歳） 期 間 年 月まで

人 現 住 所 及 び 〒
電 話 番 号 （ ） －

帰 省 先 住 所 〒
及 び 電 話 番 号 （ ） －

ふ り が な
氏 名

生 年 月 日 年 月 日生 年 月 日生

本 人 と の 続 柄

連
住 所

帯 （電話 ） （電話 ）

保 職 業

証 勤務先 所 在 地

人 名 称

地 位

所得額(税込額) 年収 円 年収 円

参 考 事 項

注 申請者が未成年者の場合は、法定代理人も署名し、押印すること。
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平成２１年３月３１日（火） 群 馬 県 報 第８６７４号

同居及び
氏 名 続柄 年齢 勤務先 備 考

別居の別

家
族
の
状
況

申

請

の

理

由

及

び

将

来

の

目

標

他の奨学金の貸与を受けている

場合、その名称を記載（他の奨

学金の貸与を予定している場合

も記載）

添付書類

１ 戸籍抄本

２ 保証人となる者の保証書（別記様式第２号）

３ 国立大学法人群馬大学が発行する地域医療枠の入学者であることを証する書類

４ その他知事が必要と認める書類
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平成２１年３月３１日（火） 群 馬 県 報 第８６７４号

別記様式第２号（第４条関係）

保 証 書

年 月 日

群馬県知事 あて

連帯保証人 住所

氏名 印

連帯保証人 住所

氏名 印

下記の者が貸与を受ける群馬県緊急医師確保修学資金について、本人と連帯して債務を負担します。

記

申請者（本人） 住所

氏名
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平成２１年３月３１日（火） 群 馬 県 報 第８６７４号

別記様式第３号（第５条関係）

連帯保証人変更願

年 月 日

群馬県知事 あて

決定番号 第 号

申請者（本人）

住 所

氏 名 印

新連帯保証人

住 所

氏 名 印
ふ り が な

旧連帯保証人

住 所

氏 名 印

連帯保証人

住 所

氏 名 印

次のとおり連帯保証人の変更を承認してください。承認の上は、新連帯保証人と連帯して修学資金の返還の債

務を負担します。

生 年 月 日 年 月 日生

新
本 人 と の 続 柄

連 住 所
（電話番号 ）

帯 職 業

保 勤 所 在 地

証 務 名 称

人 先 地 位

所得額(税込額) 年収 円

変 更 の 理 由

変 更 年 月 日
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平成２１年３月３１日（火） 群 馬 県 報 第８６７４号

別記様式第４号（第６条関係）

修学資金貸与決定通知書

年 月 日

様

群馬県知事 印

年 月 日付けで申請のあった修学資金については、次のとおり貸与することに決定しました。

決 定 番 号 第 号

貸 与 金 額
総 額 円（月 額 円）

うち入学時 円

貸 与 期 間 年 月から 年 月まで

備 考
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平成２１年３月３１日（火） 群 馬 県 報 第８６７４号

別記様式第５号（第６条関係）

修学資金貸与不承認通知書

年 月 日

様

群馬県知事 印

年 月 日付けで申請のあった修学資金については、審査の結果、不承認となりました。

不承認の理由
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平成２１年３月３１日（火） 群 馬 県 報 第８６７４号

別記様式第６号（第７条関係）

修学資金貸与契約書

群馬県（以下「甲」という。）と （以下「乙」という。）は、群馬県緊急医師確保修学

資金貸与条例（平成２０年群馬県条例第３２号。以下「条例」という。）第３条第２項の規定に基づき、群馬県

緊急医師確保修学資金（以下「修学資金」という。）の貸与について、次のとおり契約を締結する。

第１条 甲は、乙に対し、次のとおり修学資金を貸与するものとする。

(１) 総 額 円

(２) 月 額 円

(３) 入学料相当額 円

（４） 期 間 年 月 日から 年 月 日まで

第２条 甲は、乙が不正に修学資金の貸与を受けたときは、この契約を解除し、当該不正に貸与を受けた修学資

金に相当する額を返還させるものとする。

２ 前項の規定によりこの契約が解除されたときは、乙は、甲の指示するところにより、既に貸与を受けた修学

資金を返還しなければならない。

第３条 乙は、連帯保証人が死亡し、又は破産手続開始の決定を受けたときその他連帯保証人として適当でない

理由が生じたときは、直ちにその旨を甲に届け出た上で、甲の承認を受けて新たな連帯保証人を立てなければ

ならない。連帯保証人を変更しようとするときも同様とする。

第４条 前３条に定めるもののほか、乙は、条例及び群馬県緊急医師確保修学資金貸与条例施行規則（平成２１

年群馬県規則第３３号。以下「規則」という。）の定めるところにより、その義務を誠実に履行するものとす

る。

第５条 この契約、条例及び規則に定めのない事項並びにこの契約に疑義を生じた事項は、甲の指示により解決

するものとする。

この契約を証するため本書２通を作成し、甲、乙及び連帯保証人が記名押印の上、甲乙各１通を保有する。

年 月 日

甲 前橋市大手町一丁目１番１号

群馬県知事 印

乙 住 所

氏 名 印

連帯保証人 住 所

氏 名 印

連帯保証人 住 所

氏 名 印
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平成２１年３月３１日（火） 群 馬 県 報 第８６７４号

別記様式第７号（第９条関係）

修学資金借用証書

年 月 日

群馬県知事 あて

決定番号 第 号

申請者（本人）

住 所

氏 名 印

連帯保証人

住 所

氏 名 印

連帯保証人

住 所

氏 名 印

次のとおり修学資金を借用しました。

金 額 円

借 用 期 間 年 月から 年 月まで
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平成２１年３月３１日（火） 群 馬 県 報 第８６７４号

別記様式第８号（第１０条関係）

修学資金貸与辞退願

年 月 日

群馬県知事 あて

決定番号 第 号

申請者（本人）

住 所

氏 名 印

連帯保証人

住 所

氏 名 印

連帯保証人

住 所

氏 名 印

次のとおり修学資金の貸与を辞退しますから承認してください。

貸 与 決 定 金 額 円

借 用 済 金 額 円

貸 与 期 間 年 月から 年 月まで

辞 退 の 時 期 年 月から

辞 退 の 理 由

備 考
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平成２１年３月３１日（火） 群 馬 県 報 第８６７４号

別記様式第９号（第１１条関係）

修学資金貸与契約解除通知書

年 月 日

様

群馬県知事 印

次のとおり修学資金貸与契約を解除しました。

決 定 番 号 第 号

修

学 住 所

生

氏 名

解 除 決 定 年 月 日 年 月 日

解 除 の 理 由 条例第６条第 号

備 考
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平成２１年３月３１日（火） 群 馬 県 報 第８６７４号

別記様式第１０号(第１２条関係)

業務従事中断期間報告書

年 月 日

群馬県知事 あて

決定番号 第 号

申請者（本人）

住 所

氏 名 印

連帯保証人

住 所

氏 名 印

連帯保証人

住 所

氏 名 印

次のとおり特別の事情により業務に従事することができなかった期間を報告します。

業 務 従 事
年 月から 年 月まで

中 断 期 間

理 由 １ 疾病
( 特 別 の 事 情 ) ２ 災害

３ 産前産後休業又は育児休業
※ 該当する番 ４ 大学院に在学

号に○を付け （ただし、 年 月～ 年 月は、特定病院で診療に従事）
ること。 ５ 外国の大学等での研修等

６ 後期研修プログラムによる特定病院以外での医療機関勤務
７ 専門知識修得のための特定病院以外での医療機関勤務
８ その他（ ）

添付書類

１ 疾病（心身の故障）の場合は、医師の診断書

２ 災害の場合は、関係機関が発行する証明書

３ 産前産後休業又は育児休業の場合は、関係機関が発行する証明書

４ 大学院に在学した場合は、大学院が発行する在学を証明する書類

※ 特定病院で診療に従事した場合は、大学院が発行する診療への従事を証明する書類を併せて添付す

ること。

５ 外国の大学等での研修等の場合は、在職（在籍）を証明する書類

６ 後期研修プログラムによる特定病院以外での医療機関勤務の場合は、大学又は医療機関が発行する後期研

修プログラムの課程であることを証明する書類

７ 専門知識修得のための特定病院以外での医療機関勤務の場合は、次の書類

(1) 県の医療水準の向上に資すると考える理由を記載した書類

(2) 直前に在職していた機関の長による推薦書

８ その他必要な書類
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平成２１年３月３１日（火） 群 馬 県 報 第８６７４号

別記様式第１１号（第１３条関係）

修学資金返還債務免除申請書

年 月 日

群馬県知事 あて

決定番号 第 号

申請者（本人）

住 所

氏 名 印

連帯保証人

住 所

氏 名 印

連帯保証人

住 所

氏 名 印

次のとおり修学資金の返還債務を免除してください。

免 除 申 請 額 円

貸 与 総 額 円

貸 与 期 間 年 月から 年 月まで

勤 務 期 間 年 月から 年 月まで

免除申請の理由 １ 特定病院において医師としての業務に従事したため

２ 死亡又は心身の故障のため

※該当する番号 ３ 災害のため

に○を付ける ４ その他

こと。 （ ）

添付書類

１ 特定病院において医師としての業務に従事した場合は、勤務証明書

２ 災害等の場合は、関係機関の証明書

３ 死亡又は心身の故障の場合は、医師の診断書

４ その他必要な書類
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平成２１年３月３１日（火） 群 馬 県 報 第８６７４号

別記様式第１２号（第１３条関係）

修学資金返還債務猶予申請書

年 月 日

群馬県知事 あて

決定番号 第 号

申請者（本人） 住 所

氏 名 印

連帯保証人 住 所

氏 名 印

連帯保証人 住 所

氏 名 印

次のとおり修学資金の返還債務を猶予してください。

猶 予 申 請 額 円

猶 予 の 期 間 年 月から 年 月まで

返還すべき時期 年 月 日

猶予申請の理由 １ 疾病（心身の故障）
２ 災害

※該当する番号 ３ その他
に○を付ける （ ）
こと。

添付書類

１ 疾病（心身の故障）の場合は、医師の診断書

２ 災害の場合は、関係機関が発行する証明書

３ その他必要な書類
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平成２１年３月３１日（火） 群 馬 県 報 第８６７４号

別記様式第１３号（第１３条関係）

修学資金返還債務免除決定通知書

年 月 日

様

群馬県知事 印

年 月 日付けで申請のあった修学資金の返還債務について、次のとおり免除します。

免 除 額 円

免 除 の 理 由

非 免 除 額 円

備 考
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平成２１年３月３１日（火） 群 馬 県 報 第８６７４号

別記様式第１４号（第１３条関係）

修学資金返還債務猶予決定通知書

年 月 日

様

群馬県知事 印

年 月 日付けで申請のあった修学資金の返還債務について、次のとおり猶予します。

返 還 猶 予 額 円

猶 予 の 理 由

猶 予 期 間 年 月から 年 月まで

備 考
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平成２１年３月３１日（火） 群 馬 県 報 第８６７４号

別記様式第１５号（第１５条関係）

氏名等変更届

群馬県知事 あて

決定番号 第 号

住 所

氏 名 印

修 学 生
次のとおり について変更がありました。

連帯保証人

氏 名

本 籍

住 所新 （電話番号 ）

連 絡 先
（電話番号 ）

職 業

氏 名

本 籍

住 所旧 （電話番号 ）

連 絡 先 （電話番号 ）

職 業

変更の理由

変更年月日 年 月 日



29

平成２１年３月３１日（火） 群 馬 県 報 第８６７４号

別記様式第１６号（第１５条関係）

卒業（退学）届

年 月 日

群馬県知事 あて

決定番号 第 号

住 所

氏 名 印

次のとおり大学を卒業（退学）しました。

大学を卒業（退学）し
た年月日

年 月 日

※退学の場合に記入

理 由

上記のとおり相違ありません。

年 月 日

学長 印



30

平成２１年３月３１日（火） 群 馬 県 報 第８６７４号

別記様式第１７号（第１５条関係）

休学（停学）届

年 月 日

群馬県知事 あて

決定番号 第 号

住 所

氏 名 印

次のとおり大学を休学（停学）しました。

大学を休学（停学）した
年 月 日

年 月 日

休学（停学）予定期間 年 月から 年 月まで

理 由

上記のとおり相違ありません。

年 月 日

学長 印
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平成２１年３月３１日（火） 群 馬 県 報 第８６７４号

別記様式第１８号（第１５条関係）

復学届

年 月 日

群馬県知事 あて

決定番号 第 号

住 所

氏 名 印

次のとおり大学に復学しました。

大 学 に 復 学 し た 年 月 日 年 月 日

理 由

上記のとおり相違ありません。

年 月 日

学長 印



32

平成２１年３月３１日（火） 群 馬 県 報 第８６７４号

別記様式第１９号（第１５条関係）

現況届

年 月 日

群馬県知事 あて

決定番号 第 号

住 所

氏 名 印

次のとおり 年４月１日現在の状況について、届け出ます。

名 称

勤 務 先 等

所 在 地
（電話番号 － － ）

勤 務 形 態 等 １ 大学（卒業予定年月： 年 月 ）

２ 臨床研修（研修期間： 年 月～ 年 月）

※該当する番号に○ ３ 後期研修（研修期間： 年 月～ 年 月）

を付け、（ ）内 ４ 医療機関勤務（診療科名： ）

に記入すること。 ５ 大学院（修了予定年月： 年 月 ）

６ その他（ ）

備 考

上記のとおり相違ないことを証明します。

年 月 日

勤務先等の長 印
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平成２１年３月３１日（火） 群 馬 県 報 第８６７４号

別記様式第２０号（第１５条関係）

死亡届

年 月 日

群馬県知事 あて

連帯保証人

住 所

氏 名 印

修学生であった次の者が死亡しました。

氏 名 決定番号 第 号

死 亡 年 月 日 年 月 日

死 亡 原 因

就業先等 名 称

所 在 地

備 考

添付書類

死亡診断書又は戸籍抄本



34

群
馬
県
医
師
確
保
修
学
研
修
資
金
貸
与
条
例
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
を
こ
こ
に
公
布

す
る
。平

成
二
十
一
年
三
月
三
十
一
日

群
馬
県
知
事

大

澤

正

明

群
馬
県
規
則
第
三
十
四
号

群
馬
県
医
師
確
保
修
学
研
修
資
金
貸
与
条
例
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則

群
馬
県
医
師
確
保
修
学
研
修
資
金
貸
与
条
例
施
行
規
則
（
平
成
十
八
年
群
馬
県
規
則
第
五
十
五

号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
十
六
条
を
第
十
七
条
と
し
、
第
十
二
条
か
ら
第
十
五
条
ま
で
を
一
条
ず
つ
繰
り
下
げ
、
第
十
一

条
の
次
に
次
の
一
条
を
加
え
る
。

（
や
む
を
得
な
い
理
由
の
た
め
特
定
診
療
科
業
務
に
従
事
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
期
間
）

第
十
二
条

条
例
第
七
条
第
三
項
第
一
号
に
規
定
す
る
や
む
を
得
な
い
理
由
の
た
め
特
定
診
療
科
業

務
に
従
事
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
期
間
は
、
次
に
掲
げ
る
期
間
と
す
る
。

一

産
前
産
後
の
女
性
が
労
働
基
準
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
四
十
九
号
）
第
六
十
五
条
の
規

定
に
よ
る
休
業
又
は
育
児
休
業
、
介
護
休
業
等
育
児
又
は
家
族
介
護
を
行
う
労
働
者
の
福
祉
に

関
す
る
法
律
（
平
成
三
年
法
律
第
七
十
六
号
）
第
二
条
第
一
号
の
規
定
に
よ
る
育
児
休
業
、
同

法
第
二
十
三
条
第
一
項
の
育
児
休
業
の
制
度
に
準
ず
る
措
置
に
よ
る
休
業
、
国
家
公
務
員
の
育

児
休
業
等
に
関
す
る
法
律
（
平
成
三
年
法
律
第
百
九
号
）
第
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
育
児

休
業
若
し
く
は
地
方
公
務
員
の
育
児
休
業
等
に
関
す
る
法
律
（
平
成
三
年
法
律
第
百
十
号
）
第

二
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
育
児
休
業
を
し
た
期
間

二

学
校
教
育
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
二
十
六
号
）
に
基
づ
く
大
学
の
大
学
院
（
医
学
を
履

修
す
る
課
程
に
限
る
。
）
に
在
学
し
た
期
間
（
在
学
中
に
特
定
病
院
に
お
い
て
特
定
診
療
科
業

務
に
従
事
し
た
期
間
を
除
く
。
）

三

外
国
の
大
学
又
は
大
学
院
、
医
療
機
関
、
研
究
機
関
等
に
お
い
て
医
学
に
関
す
る
研
修
等
に

従
事
し
た
期
間

四

特
定
病
院
で
実
施
す
る
後
期
研
修
（
臨
床
研
修
修
了
後
の
医
師
の
専
門
的
な
知
識
及
び
技
術

の
修
得
に
係
る
研
修
を
い
う
。
）
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
一
環
と
し
て
、
特
定
病
院
以
外
の
医
療
機

関
に
勤
務
し
た
期
間

五

県
の
医
療
水
準
向
上
に
資
す
る
と
認
め
ら
れ
る
専
門
知
識
を
修
得
す
る
た
め
特
定
病
院
以
外

の
医
療
機
関
等
に
勤
務
し
た
期
間

六

前
各
号
に
掲
げ
る
も
の
の
ほ
か
、
知
事
が
や
む
を
得
な
い
と
認
め
る
期
間

２

前
項
第
二
号
か
ら
第
五
号
ま
で
に
規
定
す
る
期
間
（
同
項
第
二
号
に
規
定
す
る
期
間
に
あ
っ
て

は
、
大
学
院
に
在
学
し
た
期
間
）
が
、
同
項
第
二
号
及
び
第
三
号
に
お
い
て
は
五
年
、
同
項
第
四

号
及
び
第
五
号
に
お
い
て
は
三
年
を
超
え
る
場
合
は
、
条
例
第
九
条
第
二
項
第
二
号
に
該
当
す
る

場
合
と
み
な
す
。

３

修
学
生
等
は
、
従
事
予
定
期
間
を
経
過
す
る
ま
で
の
間
で
あ
っ
て
、
特
定
病
院
に
お
い
て
特
定

診
療
科
業
務
に
従
事
す
る
期
間
が
従
事
必
要
期
間
に
満
た
な
い
と
き
に
、
疾
病
、
災
害
そ
の
他
第

一
項
各
号
に
掲
げ
る
期
間
を
有
す
る
こ
と
と
な
っ
た
場
合
に
は
、
業
務
従
事
中
断
期
間
報
告
書

（
別
記
様
式
第
十
二
号
の
二
）
に
よ
り
当
該
期
間
を
知
事
に
報
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

「
前
橋
協
立
病
院

別
表
中
「
前
橋
協
立
病
院
」
を

に
改
め
る
。

財
団
法
人
老
年
病
研
究
所
附
属
病
院
」

別
記
様
式
第
十
二
号
の
次
に
次
の
一
様
式
を
加
え
る
。

平成２１年３月３１日（火） 群 馬 県 報 第８６７４号
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平成２１年３月３１日（火） 群 馬 県 報 第８６７４号

別記様式第１２号の２(第１２条関係)

業務従事中断期間報告書

年 月 日

群馬県知事 あて

決定番号 第 号

申請者（本人）

住 所

氏 名 印

連帯保証人

住 所

氏 名 印

連帯保証人

住 所

氏 名 印

次のとおりやむを得ない理由のため特定診療科業務に従事することができなかった期間を報告します。

業 務 従 事
年 月から 年 月まで

中 断 期 間

理 由 １ 疾病
( 特 別 の 事 情 ) ２ 災害

３ 産前産後休業又は育児休業
※ 該当する番 ４ 大学院に在学

号に○を付け （ただし、 年 月～ 年 月は、特定病院で診療に従事）
ること。 ５ 外国の大学等での研修等

６ 後期研修プログラムによる特定病院以外での医療機関勤務
７ 専門知識修得のための特定病院以外での医療機関勤務
８ その他（ ）

添付書類

１ 疾病（心身の故障）の場合は、医師の診断書

２ 災害の場合は、関係機関が発行する証明書

３ 産前産後休業又は育児休業の場合は、関係機関が発行する証明書

４ 大学院に在学した場合は、大学院が発行する在学を証明する書類

※ 特定病院で診療に従事した場合は、大学院が発行する診療への従事を証明する書類を併せて添付す

ること。

５ 外国の大学等での研修等の場合は、在職（在籍）を証明する書類

６ 後期研修プログラムによる特定病院以外での医療機関勤務の場合は、大学又は医療機関が発行する後期研

修プログラムの課程であることを証明する書類

７ 専門知識修得のための特定病院以外での医療機関勤務の場合は、次の書類

(1) 県の医療水準の向上に資すると考える理由を記載した書類

(2) 直前に在職していた機関の長による推薦書

８ その他必要な書類
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別
記
様
式
第
十
三
号
か
ら
別
記
様
式
第
十
六
号
ま
で
の
様
式
中
「
（第

１
２

条
関

係

）
」
を

「
（第

１
３

条
関

係

）
」
に
改
め
る
。

別
記
様
式
第
十
七
号
か
ら
別
記
様
式
第
二
十
一
号
ま
で
の
様
式
中
「
（第

１
４

条
関

係

）
」
を

「
（第

１
５

条
関

係

）
」
に
改
め
る
。

附

則

１

こ
の
規
則
は
、
平
成
二
十
一
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

２

こ
の
規
則
に
よ
る
改
正
後
の
第
十
二
条
の
規
定
は
、
平
成
十
八
年
四
月
一
日
以
降
に
生
じ
た
事

由
か
ら
適
用
す
る
。

３

こ
の
規
則
の
施
行
の
際
現
に
改
正
前
の
群
馬
県
医
師
確
保
修
学
研
修
資
金
貸
与
条
例
施
行
規
則

の
規
定
に
よ
り
作
成
さ
れ
て
い
る
用
紙
は
、
当
分
の
間
、
適
宜
補
正
し
て
使
用
す
る
こ
と
が
で
き

る
。

群
馬
県
造
林
公
社
に
対
す
る
事
業
資
金
貸
付
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る

規
則
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。

平
成
二
十
一
年
三
月
三
十
一
日

群
馬
県
知
事

大

澤

正

明

群
馬
県
規
則
第
三
十
五
号

群
馬
県
造
林
公
社
に
対
す
る
事
業
資
金
貸
付
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
の
一
部
を
改
正

す
る
規
則

群
馬
県
造
林
公
社
に
対
す
る
事
業
資
金
貸
付
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
（
昭
和
五
十
六
年
群

馬
県
規
則
第
二
十
六
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

附
則
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

１

こ
の
規
則
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

２

改
正
後
の
群
馬
県
林
業
公
社
に
対
す
る
事
業
資
金
貸
付
規
則
の
規
定
は
、
昭
和
五
十
六
年
度
分

の
貸
付
金
か
ら
適
用
し
、
昭
和
五
十
五
年
度
分
以
前
の
貸
付
金
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に

よ
る
。
た
だ
し
、
改
正
後
の
同
規
則
第
三
条
第
一
項
（
貸
付
期
限
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
の
規

定
は
、
昭
和
四
十
八
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金
か
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用
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。

附

則

こ
の
規
則
は
、
平
成
二
十
一
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。
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告 示■

◎群馬県告示第１１３号

公印を次のとおり新調し、廃止する。

平成２１年３月３１日

群馬県知事 大 澤 正 明

１ 新調する公印

(1) 名称及び印影

ア 群馬県知事印（行政事務所専用）
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イ 群馬県知事印（行政事県税務所専用）
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ウ 群馬県知事印（保健福祉事務所専用）
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エ 群馬県知事印（環境森林事務所専用）

オ 群馬県知事印（環境事務所専用）

平成２１年３月３１日（火） 群 馬 県 報 第８６７４号
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カ 群馬県知事印（森林事務所専用）

キ 群馬県知事印（農業事務所専用）

(2) 使用開始年月日 平成２１年４月１日

２ 廃止する公印

(1) 名称及び印影
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ア 群馬県知事印（行政事務所専用）
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イ 群馬県知事印（保健福祉事務所専用）
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ウ 群馬県知事印（環境森林事務所専用）
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エ 群馬県知事印（環境森林センター専用）
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オ 群馬県知事印（農業事務所専用）

(2) 使用廃止年月日 平成２１年４月１日

３ 新調の理由 組織改正による事務所の名称変更のため

◎群馬県告示第１１３号

医療法（昭和２３年法律第２０５号）第３０条の６の規定により、群馬県保健医療計画（平成１７年群馬県告示

第２４０号）を変更し、平成２１年４月１日から施行する。

なお、変更後の群馬県保健医療計画は、群馬県健康福祉部医務課及び各保健福祉事務所（支所を含む。）に備え

置いて縦覧に供する。

平成２１年３月３１日

群馬県知事 大 澤 正 明

変更内容 がん、糖尿病、救急、災害、へき地及び周産期の医療連携体制の構築に係る内容の追加

◎群馬県告示第１１４号

廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）第１５条の１７第１項の規定により、廃棄物

の処理及び清掃に関する法律施行令（昭和４６年政令第３００号。以下「令」という。）第１３条の２に規定する

土地の区域を指定区域として次のとおり指定した。

平成２１年３月３１日

群馬県知事 大 澤 正 明

指定番号 指定区域の所在地 埋立地の区分

１９ 前橋市五代町字嶺久保８８９番１から８８９番４まで、８９２番から８９６番 ア
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まで、８９８番、８９９番

２０ 勢多郡富士見村石井字上白川１７４０番１の一部、１７４０番６から１７４０ ア
番９まで

２１ 前橋市下大屋町字下西原３１２番２、３１２番８の一部、３１２番９、３１２ ウ
番１０、３２４番１、３２４番２

２２ 前橋市嶺町字請地９０３番３、９０３番4、９０４番２、９０４番３、９０４番 ア
７、９０６番１、９１７番２

２３ 勢多郡富士見村赤城山字下横道４０９番７ ア

２４ 前橋市小坂子町字平塚１４８９番３、１４９０番１、１４９０番２、１４９１ ウ
番２の一部、１４９１番４

２５ 前橋市嶺町字請地９０２番８の一部、９０３番１、９０３番５、９０５番２ ウ

２６ 前橋市五代町２８８番の一部、２８９番から２９１番まで、２９２番１、２９ ア
２番２

２７ 前橋市茂木町１３９４番２、１３９４番３、１３９６番１、１３９８番１ ア

２８ 伊勢崎市波志江町２２３７番１、２２３７番１０ ア

２９ 佐波郡玉村町大字川井１９５番、１９８番から２００番まで、２０１番の一部 ウ

３０ 渋川市赤城町赤城山字赤城山３６番５の一部 ア

３１ 渋川市小野子字藤田８１６番３１の一部、８１６番３７、８１６番１４３から ア
８１６番１４５まで、８１６番１４７、８１６番１４８、８１６番１８１、８
１６番１８７、８１６番２３２、８１６番２３３、８１６番２３４の一部、８
１６番２３６、８１６番２８７、８１６番３０７

３２ 北群馬郡吉岡町北下字上野１６４２番３７、１６４２番５２、１６４２番５ イ
３、１６４２番６２から１６４２番６４まで

３３ 北群馬郡吉岡町上野田字城原３２３４番１ ア

３４ 渋川市伊香保町伊香保甲五輪平５２６番５の一部 ア

３５ 渋川市渋川字上平３５４６番１の一部、３５４７番１の一部 ウ

３６ 渋川市赤城町赤城山字赤城山５５番７ イ

３７ 渋川市金井字大野２８６４番２の一部、２８６４番５の一部 ウ

３８ 渋川市赤城町栄字沖門２３番２、２３番６、２３番９、２５番１、２６番１、 ア
２７番３、２８番４、２８番５、３１番１、３１番２、３２番１、３２番２、
３３番１、３３番２

３９ 渋川市南牧字杉瀬１９２番２、１９２番６、１９２番７ ウ

４０ 北群馬郡吉岡町上野田字夫婦石３５４９番１、３５４９番２、３５５１番、３ ア
５５２番１

４１ 高崎市白岩町字上尾鹿背８０６番１、８０６番２の一部、８０６番３、８０６ ア
番４、８０７番１の一部、８０７番２の一部、８０７番３、８２７番、８２８
番２の一部、８２９番３の一部、８３０番１から８３０番５まで、８４８番
１、８４８番２、８４９番４の一部、８４９番５の一部、８５３番１の一部、



49

平成２１年３月３１日（火） 群 馬 県 報 第８６７４号

８５３番２の一部、８５４番１の一部、８５４番２の一部、８５４番３の一
部、８５４番４

４２ 安中市松井田町大字上増田字増田山国有林１７４林班イの一部 イ

４３ 安中市松井田町大字上増田字増田山国有林１７４林班イの一部 イ

４４ 安中市上後閑字堀ノ内８２１番７の一部、８２２番の一部、８２４番１、８２ イ
４番２、８２４番３の一部、８２４番５、８３０番、８３１番、８３２番１、
８３２番２、８３３番１の一部、８３３番３の一部、８３３番４、８３３番
５、８３４番,８３５番２の一部

４５ 安中市東上秋間字神水２５１７番３の一部、２５１８番３の一部、２５２０番 イ
４の一部

４６ 多野郡吉井町大字上奥平字取上２１１０番２の一部 ウ

４７ 多野郡吉井町大字岩崎字大比良２１０８番１の一部、２１０８番３の一部、２ ウ
１０８番４、２１０８番６，２１０８番９、２１０９番２

４８ 多野郡吉井町大字岩崎字大比良２０９７番１の一部、２０９７番２、２０９８ ウ
番２、２１０４番８の一部、２１０４番７の一部、２１０４番１３の一部

４９ 吾妻郡中之条町大字四万字木ノ根宿４４００番５４の一部、４４００番５５の イ
一部

５０ 利根郡昭和村大字川額字瓜畠３５６５番１の一部 ア

５１ 利根郡昭和村大字森下字悪戸１５６番３，１５６番５、１５６番６、甲１５６ ア
番２の一部、１６０番１、１６０番２、１６１番１の一部、１６７番の一部、
１６８番の一部、１６９番

５２ 太田市大原町２３４８番１、２３５６番１の一部 ウ

５３ 館林市堀工町字蛇沼３１７番１、３１８番から３２３番まで、３２４番１、３ ア
２５番１、３２６番１、３４８番２、甲３４８番１、乙３４９番、甲３４９番
１、甲３４９番２、３５０番、３５１番

５４ 邑楽郡板倉町大字離字悪途１４２１番３１、１４２１番３２、１４２１番３ ア
５、１４２１番３６、１４２１番３９から１４２１番４７まで、１４２１番１
０６から１４２１番１０９まで、１４２１番１４２

５５ 館林市近藤町字小袋６９番１、６９番６ ア

５６ 邑楽郡板倉町海老瀬字北６９８５番４８、６９８５番５０、６９８５番５２、 ア
６９８５番５４、６９８５番５６、６９８５番５８、６９８５番５９、６９８
５番６１、６９８５番６３、６９８５番６５、６９８５番６６、６９８５番６
８、６９８５番７０、６９８５番９１

５７ 邑楽郡板倉町大字内蔵新田字鹿見６９４番２、６９４番７から６９４番１９ま ウ
で、６９４番２３から６９４番３５まで、６９５番２、６９６番１、６９７番
１、乙７００番、７００番１、７０１番、７２７番１から７２７番５まで、７
２８番１、７２８番２、７２９番１から７２９番５まで、７３０番、７３１番
１、７３７番２、７３８番２、７６４番１、７６４番２、大字籾谷字大林２７
１２番１から２７１２番３まで、２８０４番１から２８０４番４まで、大字板
倉字小太子２８９２番１から２８９２番６まで、２９０３番１の一部

５８ 邑楽郡板倉町大字海老瀬字北７１１８番１、７１１８番１０、７１１８番１ ウ
１、７２０４番２、７２０４番３、７２６４番１、７２６４番２、７２９１番
２、７２９８番１
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５９ 邑楽郡板倉町大字海老瀬字上新田１２４４番、１２６５番１ ウ

６０ 館林市赤生田字下新田２３７番、２４０番、２４１番、２５０番、２５２番か ウ
ら２５５番まで、２５６番１から２５６番４まで、２５７番１、乙２６０番、
甲２６０番１、甲２６０番２、２６３番、３９８番１、３９９番１、３９９番
４、４００番１、４１２番１、４１３番１、４１６番１、４１７番１、４１７
番２、４１８番１、４１９番１、４２０番から４２２番まで、４２３番１、４
２４番１、４２５番から４２７番まで、４２８番１、４２９番、甲４３０番、
乙４３０番１、４３１番、４３４番から４３８番まで、４３９番１、４４０番
1、４４２番から４４５番まで、４４６番１、４４７番１、４４８番１、４４９
番１、４４９番２、４４９番４、４５０番、４５１番、４５２番１、４５３番
から４５５番まで、甲４５６番、乙４５６番、４５７番１、４５８番１、４５
９番１、４６０番１、４６１番１、４６３番１、４６５番１、４６５番２、４
６７番１、４６８番から４７４番まで、４７５番１、４７６番１

６１ 板倉町大字除川字くぐや４６２番１、４６２番２、４６３番２、５００番から ア
５０３番まで、５１１番から５１３番まで

６２ 桐生市新里町板橋字大平８２３番９の一部、８２３番１４の一部 ウ

６３ 桐生市新里町奥沢字須鴨６０１番の一部､６０３番１、６０３番７、６０４番３ ア

６４ 桐生市新里町鶴ヶ谷字富士山４６０番５、４６０番６、４６０番１３、４６０ ア
番１４、４６０番２６

６５ 桐生市黒保根町下田沢１９００番３５８から１９００番３６２まで、１９００ ア
番３６４、１９００番３６６、１９００番３６７、１９００番８１４、１９０
０番８４４、１９００番８４５

備考 埋立地の区分

ア 令第１３条の２第１号に規定する埋立地の区域

イ 令第１３条の２第２号に規定する埋立地の区域

ウ 令第１３条の２第３号イに規定する埋立地であって、廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則（昭和４

６年厚生省令第３５号。以下「規則」という。）第１２条の３１第１号に規定する埋立地の区域

エ 令第１３条の２第３号イに規定する埋立地であって、規則第１２条の３１第２号に規定する埋立地の区域

オ 令第１３条の２第３号ロに規定する埋立地であって、規則第１２条の３２に規定する埋立地の区域

◎群馬県告示第１１５号

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定により、道路の供用を次のとおり開始する。

なお、その関係図面は、告示の日から１月間、群馬県県土整備部道路企画管理課及び群馬県太田土木事務所にお

いて一般の縦覧に供する。

平成２１年３月３１日

群馬県知事 大 澤 正 明

道路の 路線名 区 間 供用開始の期日
種 類
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県道 足利伊勢崎線 太田市上強戸町１４５２番の２地先から同市同１２９７ 平成２１年３月３１日
番の３地先まで

公 告■

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第１０条第１項の規定による特定非営利活動法人の設立の認証

の申請があったので、同条第２項の規定により、次のとおり公告する。

なお、同項の規定により、申請のあった日から２月間、同項に規定する定款等の書類を群馬県生活文化部ＮＰ

Ｏ・ボランティア推進課において縦覧に供する。

平成２１年３月３１日

群馬県知事 大 澤 正 明

１ 申請のあった年月日 平成２１年３月１６日

２ 特定非営利活動法人の名称 特定非営利活動法人新田環境みらいの会

３ 代表者の氏名 西村豊

４ 主たる事務所の所在地 群馬県太田市新田上江田町１５０７番地２

５ 定款に記載された目的 この法人は、自然環境の保全、地球温暖化の防止および循環型社会の形成のための調

査研究、実践活動および環境教育等を行い、もって、地球環境の保全、およびまちづくりの推進に寄与すること

を目的とする。

鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律（平成１４年法律第８８号）第４条第１項の規定により、第１０次鳥

獣保護事業計画を変更したので、同条第４項の規定により、次のとおり公表する。

平成２１年３月３１日

群馬県知事 大 澤 正 明

「次のとおり」は省略し、関係書類を群馬県環境森林部自然環境課、各環境森林事務所及び各環境森林センタ－

に備え置いて１月間縦覧に供する。

土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第６８条第２項において準用する同法第１８条第１６項の規定により、

次のとおり清算法人新里土地改良区清算人の就任の届出があった。

平成２１年３月３１日

群馬県知事 大 澤 正 明

清算人
土地改良区名 監 事 区 分 役 員 氏 名 住 所

の 別

清算法人新里 清算人 新 任 小池惠一 桐生市新里町関５５６番地

同 同 金谷光士 同 同 大久保２５番地３
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同 同 井田稔 同 同 山上１３２番地

同 同 鏑木勝雄 同 同 新川２２５２番地１１

同 同 星野耕一 同 同 武井７９６番地１

同 同 中村照夫 同 同 小林２９１番地

同 同 吉田靖明 同 同 武井９５３番地１

同 同 櫻井洋作 同 同 野３８番地１

同 同 金子好雄 同 同 武井２４５番地

同 同 草處成一 同 同 新川１７３番地８

都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第２項の規定により検査済証を交付したので、次の開発行為

に関する工事が完了した旨を公告する。

平成２１年３月３１日

群馬県知事 大 澤 正 明

番号 開発区域に含まれる地域の名称 許可を受けた者の住所及び氏名

１ 佐波郡玉村町大字上福島３７４－４ 前橋市鶴光路町４１６番地 パルティールＢ－
２０２号
加藤弾、加藤春香

２ 渋川市八木原字高田４３６－１ 渋川市石原１３７番地１
株式会社北群馬土地 代表取締役 角田八也

３ 富岡市黒川字小塚７０７－１、７０７－２、７０８ 富岡市黒川７１０－１
－３、７０９－１、７１０－１、７１０－３、７１ 株式会社若草印刷 代表取締役 田村英司
０－４、７１０－５、７１１－５、字小塚川原７４
４－２、７４８、７５０－３、７５１－２、七日市
字上中島９９－１０、９９－１１

４ 邑楽郡邑楽町大字鶉字高原６５７ 邑楽郡邑楽町大字中野３０９６番地１ フォレ
ストガーデンＥ棟２０２号
中村圭臣、中村弘美
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